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研究成果の概要（和文）： 本研究は、生産職場を主な対象として、ミドルに位置するリーダーの行動実態を様々な定
量化手法を用いたフィールド調査で明らかにした上で、シミュレーション手法によるモデル化を行い、ミクロ（個人）
とマクロ(組織)の統合的視点から新たな組織適応理論を構築した。
 その結果、1)平時においては、上司や管轄外部署と協働関係を保ちつつ、自らの率いる現場組織をしっかりと構築で
きるリーダーが望ましいこと、2)緊急時においては、リーダーが自ら現場に飛び込み問題解決を図ることで短期的な対
応力を発揮する必要があること、3)こうしたリーダーに支えられた現場組織を持つ生産拠点は競争優位性を有すること
、が明らかとなった。

研究成果の概要（英文）： Using various quantification methods such as time study, text mining, and social 
network analysis, this study conducted field studies to reveal the actual behaviors and roles of leaders 
in Japanese production organizations. Besides, using agent based simulation method, this study built a 
new organizational adaptation model integrating micro (individual members' roles and behaviors) and macro 
levels (organizational capability and competitiveness).
 The results of this study are summarized as follows. 1) In "peacetime," the leaders who can develop 
collaborative relationships with their supervisors and the other departments' leaders and can organize 
their subordinates are effective. 2) In "wartime," the leaders are required to jump into the 
production-line and solve problems immediately to respond to drastic environmental change. 3) "Gemba 
(shop-floors)" supported by such kind of leaders have high capabilities and competitiveness in global 
markets.
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１．研究開始当初の背景 
近年の日本企業、とりわけ生産現場を取り

巻く環境は厳しさを増している。市場環境で
は、金融危機、円高、新興国の台頭など、技
術環境では、製品の急速な複雑化･デジタル
化の進展など激変している。これまで、短期
利益を追求するため、正社員を増やさず、期
間従業員の採用と現場リーダー・熟練工の負
担増、生産技術のデジタル化(中馬, 2007) に
よりこの問題に対応してきたきらいがある。
しかし、長期的には改善・生産革新の能力が
衰えるため大きな問題である。短期の想定外
の環境変動にうまく対応しつつ、長期的に成
長を持続することは日本企業の競争力にと
って喫緊の課題となっている。 
 
２．研究の目的 
以上のような背景から、本研究は、日本の

製造企業を中心に、ミドルに位置するリーダ
ーの行動実態を Time Study、Text Mining、
Social Network Analysis などの定量化手
法を用いた綿密なフィールド調査で明らか
にした上で、これらの調査結果をもとに
Agent Based Simulation を用いたシミュレ
ーション分析を行い、ミクロ（個人）とマク
ロ（組織）の統合的視点から新たな組織適応
理論を構築することとした。そして、これら
の手法によって客観性と一般性の担保され
た知見を、学術界のみならず、環境適応やリ
ーダー育成といった課題を持つ実業界に広
く提示することを目的とした。 

 
３．研究の方法 
 上記の目標を達成するため、大きく４つの
パートに分けて研究を進めた。 
(1) 現場リーダーとチーム生産性の検証(ミ
クロ・レベル) 
短期の環境適応に関して、環境や熟練度の

違いによる比較から適切なリーダー行動を
解明するため、現場リーダーを核とするチー
ムが日々の生産活動を維持するプロセスを、
工程での異常対応に焦点を当てて調査した。
特に、現場リーダーの行動をビデオ撮影し、
自ら開発した 27 の行動分類に基づき Time 
Study を実施した。さらに、そこで得られた
知見を、セル・オートマトン法（後述の Agent 
Based Simulation の一種といってよい）を用
いてモデル化し、有効なリーダー行動とその
条件を探索的に明らかにした。 
  
(2)現場リーダーの人的ネットワークと革新
の検証（メゾ・レベル） 
長期の環境適応に関して、リーダーが人的

ネットワークをいかし生産革新するプロセ
スを解明するため、現場リーダー間の情報伝
達ノートを入手し、Text Mining で人物名を
抽出し、それらの関係を Social Network 
Analysis で分析した。 
 

(3) 組織目標と成果の因果メカニズムの検

証（マクロ・レベル） 
東京大学ものづくり経営研究センターお

よび電機総研の協力を得て、日本の電機産業
を対象とした大規模な質問紙調査を実施し
た。(1)や(2)で得られた知見を盛り込みつつ、
ミクロ・マクロの分析レベルに応じた 3種類
の質問紙を作成した（「事業所調査（A 票）」、
「職場リーダー調査（B票）」、「作業者調査（C
票）」）。最終的に 97 事業所、354 名の現場リ
ーダー、3116 名の現場作業者の方から回答を
得た。得られたデータをもとに、国際的な競
争力、組織力、組織風土の連関を明らかにし
た。 
  
(4)ミクロ・マクロ統合的モデルの構築 
 (1)(2)(3)で得られた知見をもとに、Agent 
Based Simulation（ABS）と呼ばれる手法を
用いて、環境変動下における適応モデルの構
築を試みた。コンピューター・シミュレーシ
ョンは、様々な条件の試行により、フィール
ド調査結果の境界条件を明確化(一般 
化可能性を検討)できる。特に、ABS は、ミ
クロの各行為者(エージェント)の行動をプ
ログラムし、それらの行動がマクロ(集団・
組織)で創発現象をもたらすメカニズムを分
析する手法であり、本研究のミクロ・マクロ
統合的視点に適うものである。 
 具体的には、不確実性下・あいまい性下の
組織の意思決定モデルであるゴミ箱モデル
に着想を得て、フィールド調査の知見を踏ま
えた新たなモデルを構築し、シミュレーショ
ンを行った。 
 
４．研究成果 
(1) 現場リーダーとチーム生産性の検証(ミ
クロ・レベル) 
調査対象となった自動車企業X社の組立職

場は、激しい生産変動にもかかわらず、グル
ープ・リーダーのヘルプ行動を通じて高効率
な生産ラインを維持していた。しかし、リー
ダー行動の Time Study により、スキル不足
の人員が配置された日には大きく生産性を
落としてしまい、リーダーが問題解決のため
に奔走するといったことが明らかとなった。
この現象は、“over-lean”という学術的に新
しい概念として、Journal of Organizational 
Change Management誌に掲載された。 
さらにこの“over-lean”現象の理論化を

推し進めるため、セル･オートマトン法を用
いたコンピューター･シミュレーションのモ
デルを構築した。このモデルでは、①タス
ク・フロー(どの程度生産ラインを止めるこ
となくタスクを処理できるか)、②タスク負
荷(所定時間内にどの程度のタスク量をこな
さなければならないか)、③問題発生確率(生
産ラインを止めるような問題がどの程度頻
繁に発生するか)、④リーダーによるヘルプ
行動(問題発生などで生産ラインが止まった
ときに生産ライン入りして、解決をし、停止
を解除すること)の 4 つの相互関係に着目し



ながら検討を行った。その結果、リーダーの
ヘルプ行動がタスク・フローを劇的に改善す
る「ティッピング・ポイント」があることが
明らかとなった。それは、タスク負荷が相対
的に高い反面、問題発生確率はかなり低いと
いう条件下で顕著に見られるものだった。た
だし、その結果として達成された高効率なタ
スク・フローは、問題発生確率のわずかな変
化に対して極めて脆弱であることも分かっ
た。つまり、問題発生確率が少しでも上がっ
てしまうと、急激にタスク・フローが悪化し
てしまったのである。このようなシミュレー
ション結果は、先述の自動車組立工場におけ
るフィールド調査、特にそこにおけるリーダ
ーの行動分析からも支持されるものであっ
た。これらの結果は、20th International 
Annual EurOMA Conference 及び第 20 回進化
経済学会で報告され、現在、国際学術誌への
投稿を準備中である。 
 

(2)現場リーダーの人的ネットワークと革新
の検証（メゾ・レベル） 
調査対象となった自動車企業X社の組立職

場では、2004 年 10 月から 2009 年のリーマン
ショック直後まで、2 直体制で生産を行って
いた。その間、グループ・リーダーたちは、
直から直への引き継ぎが円滑に進むように、
その日の自分の直で生じたさまざまな不具
合の情報やグループ・メンバーに関する情報
（メンバーの作業習熟の状況や特性、体調な
ど）、その他の連絡事項などを記録したノー
トを作成して、お互いに共有していた。いわ
ば、異なるシフトのグループ・リーダー間の
交換日記のようなものであり、このノートを
通じてグループ･リーダー間で一種のコミュ
ニケーションが行われていたとみなすこと
ができるというわけである。そこでこのノー
トを入手し、テキストとして起こし、Text 
Mining を用いた分析を行った。 
分析結果をまとめると以下の通りである。 

①経験を積むにつれて、上司の判断に従うだ
けであったグループ・リーダーが、自らの判
断基準を持つようになる。 
②当初は不具合発生時に作業方法について
指導するだけであったグループ･リーダーが、
経験を積むにつれて、不具合の未然防止のた
めの改善活動などの指導を行うようになる。
しかも、改善活動の意識づけをしっかりと行
うようになる。また、積極的に部下に仕事を
任せるようになる。 
③当初はチームや作業工程レベルの視点で
マネジメントしていたグループ･リーダーが、
組や課レベルの視点でマネジメントをする
ようになる（グループ･リーダーの「視点の
上方移動」）。 
以上の成果は、21th International Annual 

EurOMA Conference で報告され、現在、国際
学術誌への投稿を準備中である。 
 

(3) 組織目標と成果の因果メカニズムの検

証（マクロ・レベル） 
電機産業を主な対象とした大規模質問紙

調査から得られたデータを分析した結果、①
国内の生産現場は、同一事業（製品）を担当
している自社の海外拠点（主として中国と
ASEAN）に対して「製造コスト」を除いたす
べての指標において優れていること、②顧客
対応力の高さが市場競争力の源泉であるこ
とが示された。これらの競争力は、現場での
日々の改善活動や長年勤続している熟練作
業者が多く存在していることなどにより支
えられていると考えられるが、熟練作業者の
ノウハウやスキル、組織運営の能力や仕組み
を将来にわたって引き継いでいくための若
手が少ないという課題もあることがわかっ
た。 
次に、生産現場の組織能力およびそれらと

競争力との関係について分析した。現場の組
織能力（「組織力」）の構成要素として、「問
題の真因解決」、「迅速な意思決定と実行」、
「チャレンジ精神と成長志向」の 3つを測定
し、このような組織能力を支える組織風土に
関する要素として、「見通し」「風通し」「見
える化」の 3 つを測定した。そして、「組織
力」を従属変数とし、「見通し」「風通し」「見
える化」とこれらの交互作用項を説明変数と
する回帰分析を行った。その結果、見通し、
風通し、見える化の 3つが組織力と相関して
おり、組織力に対して「風通し」と「見通し」
の交互作用効果が確認された。さらに、「組
織力」について職場ごとに平均値を算出して、
競争力との相関を分析した。その結果、「顧
客評価（低価格）」と「拠点比較（コスト）」
の 2つを除いて、組織力と競争力の各指標に
相関がみられた。 
以上の成果は、the 5th World Production 

and Operations Management Conference(※
採択済み, 2016 年 9 月報告予定)、22nd 
International Annual EurOMA Conference、
第 20 回進化経済学会で報告されたほか、
Annals of Business Administrative Science
誌や『赤門マネジメント・レビュー』誌など
に掲載された。また、さらに分析を進め、国
際学術誌への投稿を準備中である。 
 

(4)ミクロ・マクロ統合的モデルの構築 
(1)(2)(3)から得られた知見をもとに、不

確実性下・あいまい性下の組織の意思決定モ
デルであるゴミ箱モデルに着想を得て、新た
な環境適応モデルの構築を行った。その結果、
組織の「風通し（自律的に活動する組織メン
バーや現場リーダーが多く、現場の意見がト
ップにまで上がり実際に経営施策に繁栄さ
れること）」と同時に「見通し（長期的かつ
鳥瞰的な視野で仕事に取り組めているこ
と）」が備わっていなくては、現場の問題解
決パフォーマンスが向上しないことが明ら
かとなった。しかも、これは質問紙調査を用
いた実証研究によっても支持されるもので
あった。 



こうしたモデルの基本的なアイデアは『流
動化する組織の意思決定』という書籍にまと
められ、2015 年に組織学会高宮賞（著作部門）
を受賞するに至っている。また、モデルの洗
練と実証分析を進めた研究成果は Academy of 
Management の 2016 年 annual meeting で採
択・報告予定となっている。 
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